
○上三川町補助金等基本条例施行規則 

平成２０年３月３１日 

規則第１７号 

改正 平成２１年３月３１日規則第１８号 

平成２４年３月３０日規則第１８号 

平成２７年１１月３０日規則第３７号 

平成２９年３月２４日規則第２１号 

平成３０年３月１日規則第８号 

令和３年３月５日規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、上三川町補助金等基本条例（平成２０年上三川町条例第

９号。以下「条例」という。）第２６条の規定に基づき、条例の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例に

よる。 

（まちづくり補助金の補助率等） 

第２条の２ 報償費を除くまちづくり補助金の補助率又は額は条例等により別

に定めるものとし、当該補助金は予算の範囲内で交付する。 

（事業費補助金の率） 

第３条 条例第７条第２項の規定による定率は、事業費の２分の１を限度とす

る。 

（制度の創設等の発案の申請） 

第４条 条例第８条の規定によりまちづくり補助金の制度の創設等を発案しよ

うとする町民等（以下「創設等申請者という。）は、まちづくり補助金制度

創設等申請書（別記様式第１号）を町長に提出しなければならない。 

（制度の創設等の決定） 



第５条 条例第９条第１項の規定によりまちづくり補助金の制度の創設等の決

定をしたときは、まちづくり補助金制度創設等決定通知書（別記様式第２号）

により創設等申請者に通知するものとする。 

（制度の利用の申請） 

第６条 条例第８条の規定によりまちづくり補助金のうち町長が指定する補助

金の制度を利用しようとする町民等（以下「利用申請者」という。）は、ま

ちづくり補助金制度利用申請書（別記様式第３号）に次に掲げる書類を添え

て町長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画概要書（別記様式第４号） 

(2) 収支予算概要書（別記様式第５号） 

(3) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請の利用期間は、３年を限度とする。 

（制度の利用の決定） 

第７条 条例第９条第１項の規定により制度の利用の決定をしたときは、まち

づくり補助金制度利用決定通知書（別記様式第６号）により利用申請者に通

知するものとする。 

（まちづくり補助金の審査） 

第８条 条例第１０条の規定による審査機関は、上三川町補助金等審査委員会

（以下「委員会」という。）とする。 

２ まちづくり補助金の審査基準は、当該補助金等の目的及び効果、町の財政

状況並びに団体の性格によるものとし、別表のとおりとする。 

（制度の創設等にかかる意見） 

第９条 町長が自らまちづくり補助金の制度を創設等するときは、委員会に意

見を求めるものとする。 

（まちづくり補助金の評価等） 

第１０条 条例第１１条の規定による評価は、その事業が完了したときに行い、

第１７条第１号に規定する事業報告書により町長に提出するものとする。 



（補助金の交付の申請） 

第１１条 条例第１２条の規定により補助金の交付を受けようとする者（以下

「交付申請者」という。）は、補助金交付申請書（別記様式第７号）に次に

掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。ただし、法令等により

別に定めがある場合又は交付申請者が個人であるときで町長が別に定める場

合には、この限りでない。 

(1) 事業計画書（別記様式第８号） 

(2) 収支予算書（別記様式第９号） 

(3) 工事を行う場合にはその実施設計書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第１２条 条例第１３条第１項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、

補助金交付決定通知書（別記様式第１０号）により交付申請者に通知するも

のとする。ただし、法令等により別に定めがある場合又は交付申請者が個人

であるときで町長が別に定める場合には、この限りでない。 

２ 前項の交付の決定の額は、予算の範囲内とする。 

（補助金の交付の申請の取下げ） 

第１３条 前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「受給権者」という。）

が条例第１４条第１項の規定により補助金の交付の申請を取り下げようとす

るときは、補助金交付申請取下げ届出（別記様式第１１号）に補助金交付決

定通知書を添えて町長に提出しなければならない。ただし、法令等により別

に定めがある場合には、この限りでない。 

（補助金の交付決定の変更申請） 

第１４条 受給権者が次の各号の一に該当する場合には、条例第１５条第１項

の規定により、町長が必要と認める書類を添えて速やかに補助金交付変更申

請書（別記様式第１２号）を町長に提出しなければならない。ただし、法令

等により別に定めがある場合には、この限りでない。 



(1) 補助金の交付決定を受けた事業の予算を変更しようとするとき。 

(2) 補助金の交付決定を受けた事業の内容を変更しようとするとき。 

(3) 補助金の交付決定を受けた事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（補助金の交付決定の変更承認） 

第１５条 前条の規定による申請に基づきその承認をしたときは、補助金交付

変更決定通知書（別記様式第１３号）により交付申請者に通知するものとす

る。ただし、法令等により別に定めがある場合には、この限りでない。 

（工事の着手及び完了の届出） 

第１６条 受給権者は、第１２条の規定により決定を受けた補助金に係る工事

に着手したときは工事着手届出（別記様式第１４号）を、工事が完了したと

きは工事完了届出（別記様式第１５号）を速やかに町長に提出しなければな

らない。ただし、法令等により別に定めがある場合には、この限りでない。 

（補助金の実績報告書） 

第１７条 受給権者が条例第１６条の規定により実績を報告するときは、補助

金実績報告書（別記様式第１６号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出

しなければならない。ただし、法令等により別に定めがある場合又は受給権

者が個人であるときで町長が別に定める場合には、この限りでない。 

(1) 事業報告書（別記様式第１７号） 

(2) 収支決算書（別記様式第１８号） 

(3) 支出の内容及び金額を確認できる書類 

(4) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定通知） 

第１８条 条例第１７条の規定により補助金額を確定したときは、補助金額確

定通知書（別記様式第１９号）により受給権者に通知するものとする。ただ

し、法令等により別に定めがある場合又は受給権者が個人であるときで町長

が別に定める場合には、この限りでない。 

（補助金の交付請求書） 



第１９条 前条の規定により通知を受けた受給権者が条例第１９条の規定によ

り補助金の交付を請求するときは、補助金交付請求書（別記様式第２０号）

を町長に提出しなければならない。ただし、法令等により別に定めがある場

合又は受給権者が個人であるときで町長が別に定める場合には、この限りで

ない。 

（補助金の概算払い等の請求書） 

第２０条 条例第２０条第１項の規定による概算払い及び前金払いについては、

補助金（概算払い・前金払い）交付請求書（別記様式第２１号）を町長に提

出しなければならない。ただし、法令等により別に定めがある場合又は受給

権者が個人であるときで町長が別に定める場合には、この限りでない。 

（まちづくり補助金の公表） 

第２１条 町長は、まちづくり補助金の透明性を確保するため、次の事項を公

表する。 

(1) まちづくり補助金制度の創設、変更及び廃止 

(2) まちづくり補助金制度の交付実績 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 前項の施行日前において、他の定めにより複数年度にわたる継続事業とし

て申請し、交付決定を受けた補助金等については、第３条の規定にかかわら

ず、継続事業の最終年度までは当該決定により受けた補助率によることがで

きる。 

（準備行為） 

３ この規則に規定する手続きについては、附則第１項の施行日前においても

行うことができる。 

附 則（平成２１年規則第１８号） 



この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年規則第１８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（上三川町補助金等審議会条例施行規則の廃止） 

２ 上三川町補助金等審議会条例施行規則（平成１７年上三川町規則第３３号）

は、廃止する。 

附 則（平成２７年規則第３７号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年規則第２１号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の上三川町補助金等条例施行規則の規定は、平成３

０年度以後に補助金の交付の申請を行ったものについて適用し、平成２９年

度までに補助金の交付の申請を行ったものについては、なお従前の例による。 

附 則（令和３年規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の上三川町補助金等条例施行規則の規定は、令和３

年度以後に補助金の交付の申請を行ったものについて適用し、令和２年度ま

でに補助金の交付の申請を行ったものについては、なお従前の例による。 


